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別表診療料の項の備考�中「5,000円」を「7,000円」に、「3,000円」を「5,000円」に改め、同備考�中「（許可病床の数が400未満のもの

に限る。）」を削り、「2,500円」を「3,000円」に、「1,500円」を「1,900円」に改める。

地方独立行政法人山口県立病院機構に係る中期計画の変更の認可をすることについて 27

議案第12号

地方独立行政法人山口県立病院機構に係る中期計画の変更の認可をすることについて

下記のとおり地方独立行政法人山口県立病院機構に係る中期計画の変更の認可をすることについて、地方独立行政

法人法（平成15年法律第 118 号）第83条第�項の規定により、県議会の議決を求めます。

令 和 � 年 � 月 � 日 提 出

山 口 県 知 事 村 岡 嗣 政

記



山
口
県
税
賦
課
徴
収
条
例
︵
昭
和
二
十
五
年
山
口
県
条
例
第
三
十
九
号
︶
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
︒

第
四
十
条
第
一
項
第
一
号
中
﹁
及
び
第
三
号
﹂
を
﹁
か
ら
第
四
号
ま
で
﹂
に
改
め
︑
同
号
ロ
中
﹁
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
六
項
各
号
﹂
を
﹁
第
七
十
二
条
の
二

十
四
の
七
第
七
項
各
号
﹂
に
改
め
︑
同
項
第
二
号
中
﹁
ガ
ス
供
給
業
︵
﹂
を
﹁
ガ
ス
供
給
業
の
う
ち
﹂
に
︑
﹁
以
外
の
も
の
の
う
ち
︑
同
条
第
十
項
に
規
定
す
る
ガ
ス
製

造
事
業
者
及
び
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
︵
平
成
二
十
七
年
法
律
第
四
十
七
号
︶
附
則
第
二
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
旧
一
般
ガ
ス
み
な
し
ガ
ス

小
売
事
業
者
︵
同
項
の
義
務
を
負
う
者
に
限
る
︒
︶
以
外
の
者
が
行
う
も
の
を
除
く
︒
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
︒
︶
﹂
を
﹁
︵
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
﹁
導
管
ガ
ス

供
給
業
﹂
と
い
う
︒
︶
﹂
に
改
め
︑
同
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
︒

四

ガ
ス
供
給
業
の
う
ち
︑
ガ
ス
事
業
法
第
二
条
第
十
項
に
規
定
す
る
ガ
ス
製
造
事
業
者
︵
同
法
第
五
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
特
別
一
般
ガ
ス
導
管
事
業
者
に
係
る

同
法
第
三
十
八
条
第
二
項
第
四
号
の
供
給
区
域
内
に
お
い
て
ガ
ス
製
造
事
業
︵
同
法
第
二
条
第
九
項
に
規
定
す
る
ガ
ス
製
造
事
業
を
い
う
︒
︶
を
行
う
者
に
限

条
例
の
改
正
に
関
す
る
専
決
処
分
に
つ
い
て

2
9

議
案
第
十
三
号

条
例
の
改
正
に
関
す
る
専
決
処
分
に
つ
い
て

地
方
自
治
法
︵
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
︶
第
百
七
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
︑
山
口
県
税
賦
課
徴
収
条
例
の
一
部
を

次
の
と
お
り
改
正
し
た
の
で
︑
同
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
︑
県
議
会
の
承
認
を
求
め
ま
す
︒

令
和
四
年
六
月
八
日
提
出

山

口

県

知

事

村

岡

嗣

政

山
口
県
税
賦
課
徴
収
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例



る
︒
︶
が
行
う
も
の
︵
導
管
ガ
ス
供
給
業
を
除
く
︒
第
四
十
四
条
第
四
項
に
お
い
て
﹁
特
定
ガ
ス
供
給
業
﹂
と
い
う
︒
︶

収
入
割
額
︑
付
加
価
値
割
額
及
び
資
本

割
額
の
合
算
額

第
四
十
四
条
第
一
項
中
﹁
第
四
項
﹂
を
﹁
第
五
項
﹂
に
改
め
︑
同
項
第
一
号
ハ
中
﹁
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
を
区
分
し
︑

当
該
区
分
に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
率
﹂
を
﹁
各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
一
﹂
に
︑
﹁
計
算
し
た
金
額
を
合
計
し
た
﹂
を
﹁
得
た
﹂
に
改
め
︑
同
号
ハ
の
表

を
削
り
︑
同
条
第
二
項
中
﹁
ガ
ス
供
給
業
﹂
を
﹁
導
管
ガ
ス
供
給
業
﹂
に
改
め
︑
同
条
第
四
項
中
﹁
も
の
﹂
の
下
に
﹁
︵
第
四
十
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
法
人
を

除
く
︒
︶
﹂
を
加
え
︑
第
一
号
を
削
り
︑
第
二
号
を
第
一
号
と
し
︑
同
項
第
三
号
中
﹁
そ
の
他
﹂
を
﹁
特
別
法
人
以
外
﹂
に
改
め
︑
同
号
を
同
項
第
二
号
と
し
︑
同
項
を

同
条
第
五
項
と
し
︑
同
条
第
三
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
︒

�

特
定
ガ
ス
供
給
業
に
対
す
る
事
業
税
の
額
は
︑
次
に
掲
げ
る
金
額
の
合
計
額
と
す
る
︒

一

各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
〇
・
四
八
を
乗
じ
て
得
た
金
額

二

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
に
百
分
の
〇
・
七
七
を
乗
じ
て
得
た
金
額

三

各
事
業
年
度
の
資
本
金
等
の
額
に
百
分
の
〇
・
三
二
を
乗
じ
て
得
た
金
額

附
則
第
七
条
中
﹁
同
条
第
四
項
第
二
号
﹂
を
﹁
同
条
第
五
項
第
一
号
﹂
に
改
め
る
︒

附
則
第
七
条
の
四
の
二
中
﹁
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
﹂
を
﹁
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
﹂
に
改
め
る
︒

附

則

︵
施
行
期
日
︶

�

こ
の
条
例
は
︑
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
︒

︵
経
過
措
置
︶

�

改
正
後
の
山
口
県
税
賦
課
徴
収
条
例
の
規
定
中
法
人
の
事
業
税
に
関
す
る
部
分
は
︑
こ
の
条
例
の
施
行
の
日
以
後
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に

つ
い
て
適
用
し
︑
同
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
は
︑
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
︒

3
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